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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第68期
第１四半期
連結累計期間

第69期
第１四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

営業収益 (千円) 4,752,759 5,113,647 19,557,874

経常利益 (千円) 215,261 264,398 772,146

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 147,384 188,125 518,279

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 108,689 184,056 582,643

純資産額 (千円) 4,568,772 5,137,805 5,042,726

総資産額 (千円) 10,875,270 11,367,186 10,983,449

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 16.56 21.14 58.25

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 42.0 45.2 45.9
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

　　 ３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社および当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 

[輸出入貨物取扱事業]

　主要な関係会社の異動はありません。

[鉄鋼物流事業]

　主要な関係会社の異動はありません。

[その他事業]

　平成29年4月28日付で、持分法適用関連会社である丸田運輸倉庫株式会社の株式を追加取得し、子会社化したため、

当第１四半期連結会計期間より連結子会社としております。

　平成29年5月30日付で、韓国の物流会社である株式会社東甫の発行済株式の20％を取得したため、当第１四半期連結

会計期間より持分法適用関連会社としております。　

　

この結果、平成29年6月30日現在では、当社および当社の関係会社は、当社、子会社６社および関連会社１社により

構成されることとなりました。　

EDINET提出書類

大東港運株式会社(E04356)

四半期報告書

 2/18



第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

(1) 当社は、平成29年４月７日付の取締役会で持分法適用関連会社丸田運輸倉庫株式会社の株式の追加取得を決定

　し、平成29年４月28日付にて株式譲渡契約を締結し、同日同社を持株比率100%の連結子会社といたしました。

　　詳細は、「第４　経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（企業結合等関係）」をご参照ください。

(2) 当社は、平成29年３月３日付の取締役会で韓国の物流会社である株式会社東甫の発行済株式の20%を取得すること

　を決定し、平成29年５月30日付にて株式譲渡契約を締結し、同日同社を持分法適用関連会社といたしました。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　（1）業績の状況

当第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日～平成29年６月30日)におけるわが国経済は、個人消費は雇用およ

び所得環境の改善を背景に緩やかな持ち直しの動きが見られました。企業活動においても生産ならびに設備投資に

回復の兆しが見られました。

　海外経済においては、米国ではトランプ大統領による成長重視の経済政策への期待感により回復傾向が続きまし

た。一方、欧州では景気は緩やかに回復しているものの、地政学的リスクの影響が見られました。中国では、先行

き持ち直しの傾向がみられましたが、不動産価格や過剰債務問題を含む金融市場動向等によっては景気が下振れす

るリスクをはらんだ状況で推移しました。

　かかる環境下、当第１四半期連結累計期間における物流業界におきましては、アメリカおよび欧州からの輸入

は、おおむね横ばいで推移しました。アジアからの輸入に関しては持ち直しの動きが見られました。

輸出に関しても持ち直しの動きが見られました。

　その中で当社取扱いの大きな部分を占める食品の輸入は、畜産物および農産物は増加、水産物は微増となりまし

た。

　また、鋼材の国内物流取扱いにおいては堅調に推移しました。

　このような状況の中、当企業集団は「『ありがとう』にありがとう」のコーポレートフィロソフィーの下で、第

６次中期経営計画「変化による進化」～Diversification～の初年度を迎え、その各施策一つひとつに取り組むとと

もに積極的な受注活動を展開してまいりました。

　その結果、当第１四半期連結累計期間における営業収益は、前年同期間比7.6%増の5,113,647千円となりました。

また経常利益は前年同期間比22.8%増の264,398千円、親会社株主に帰属する四半期純利益は前年同期間比27.6%増の

188,125千円となりました。

 

セグメント別の営業状況は、次のとおりであります。

[輸出入貨物取扱事業]

　輸出入貨物取扱事業は、営業収益は前年同期間比7.0%増の4,386,526千円となり、セグメント利益は前年同期間比

27.6%増の429,676千円となりました。

[鉄鋼物流事業]

　鉄鋼物流事業は、営業収益は前年同期間比2.1%増の375,679千円となり、セグメント利益は前年同期間比14.9%増

の15,530千円となりました。

[その他事業]

　その他事業は、営業収益は前年同期間比23.9%増の351,442千円となったものの、セグメント利益は前年同期間比

3.5%減の36,835千円となりました。
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セグメント別営業収益　

セグメントの名称

前第１四半期連結累計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

当第１四半期連結累計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

増減

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減比
(％)

輸出入貨物取扱事業 4,101,074 86.3 4,386,526 85.8 285,451 7.0

鉄鋼物流事業 367,932 7.7 375,679 7.3 7,746 2.1

その他事業 283,752 6.0 351,442 6.9 67,689 23.9

合計 4,752,759 100.0 5,113,647 100.0 360,887 7.6
 

　(注）上記の金額には消費税等は含まれておりません。

 
　輸出入貨物取扱事業における取扱品目別売上高　

取扱品目

前第１四半期連結累計期間
自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日

当第１四半期連結累計期間
自　平成29年４月１日
至　平成29年６月30日

増減

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
増減比
(％)

畜産物 1,791,663 43.7 1,953,208 44.5 161,545 9.0

水産物 712,570 17.4 733,401 16.7 20,831 2.9

農産物 573,653 14.0 617,028 14.1 43,374 7.6

その他 1,023,186 24.9 1,082,887 24.7 59,700 5.8

合計 4,101,074 100.0 4,386,526 100.0 285,451 7.0
 

 
　（2）財政状態の分析

（総　資　産）

　当第１四半期連結会計期間末における総資産は11,367,186千円となり、前連結会計年度に比べ383,736千円増加い

たしました。繰延税金資産が67,751千円減少しておりますが、現金及び預金200,713千円、受取手形及び営業未収入

金92,439千円、関税等立替金他（流動資産・その他）74,605千円、無形固定資産50,280千円の増加が総資産増加の

主な要因であります。

 

（負　　　債）

　当第１四半期連結会計期間末における負債は6,229,380千円となり、前連結会計年度に比べ288,657千円増加いた

しました。支払手形及び営業未払金66,303千円、未払法人税等135,415千円、賞与引当金144,985千円それぞれ減少

しておりますが、短期および長期借入金480,529千円、預り金他（流動負債・その他）154,590千円それぞれ増加し

ており、それらが負債増加の主な要因であります。

 

（純　資　産）

　当第１四半期連結会計期間末における純資産は5,137,805千円となり、前連結会計年度に比べ95,079千円増加いた

しました。利益剰余金99,147千円の増加が純資産増加の主な要因であります。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 37,589,000

計 37,589,000
 

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月７日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,389,000 9,389,000
東京証券取引所
JASDAQ

（スタンダード）

単元株式数は100株
であります。

計 9,389,000 9,389,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

　　　　　該当事項はありません。

 
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　　　　　該当事項はありません。

 
(4) 【ライツプランの内容】

　　　　　該当事項はありません。

 
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年６月30日 ― 9,389,000 ― 856,050 ― 625,295
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   平成29年６月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 491,200

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

8,897,100
88,971 ―

単元未満株式
普通株式

700
― ―

発行済株式総数 9,389,000 ― ―

総株主の議決権 ― 88,971 ―
 

(注) 「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株含まれております。

また、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数 個が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成29年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
大東港運株式会社

東京都港区芝浦4-6-8 491,200 ― 491,200 5.23

計 ― 491,200 ― 491,200 5.23
 

 

２ 【役員の状況】

　　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 1,430,599 1,631,312

  受取手形及び営業未収入金 3,085,967 3,178,406

  たな卸資産 292,046 304,098

  前払費用 99,336 107,415

  繰延税金資産 114,219 52,149

  その他 321,161 395,766

  貸倒引当金 △30,200 △30,233

  流動資産合計 5,313,130 5,638,916

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 604,299 590,271

   機械装置及び運搬具（純額） 121,981 123,383

   土地 2,282,394 2,305,232

   リース資産（純額） 58,579 66,090

   その他（純額） 35,855 42,173

   有形固定資産合計 3,103,111 3,127,151

  無形固定資産 305,030 355,310

  投資その他の資産   

   投資有価証券 897,705 908,728

   破産更生債権等 59,117 11,094

   繰延税金資産 291,413 285,731

   その他 1,100,990 1,081,384

   貸倒引当金 △87,050 △41,131

   投資その他の資産合計 2,262,176 2,245,807

  固定資産合計 5,670,319 5,728,269

 資産合計 10,983,449 11,367,186
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び営業未払金 1,742,858 1,676,554

  短期借入金 620,020 683,029

  未払法人税等 151,803 16,388

  賞与引当金 278,404 133,419

  その他 375,115 529,706

  流動負債合計 3,168,202 3,039,098

 固定負債   

  長期借入金 1,307,691 1,725,211

  再評価に係る繰延税金負債 161,263 161,263

  役員退職慰労引当金 5,289 5,426

  退職給付に係る負債 1,125,547 1,115,760

  長期未払金 69,040 69,040

  その他 103,688 113,581

  固定負債合計 2,772,520 3,190,282

 負債合計 5,940,723 6,229,380

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 856,050 856,050

  資本剰余金 625,295 625,295

  利益剰余金 3,518,948 3,618,095

  自己株式 △194,136 △194,136

  株主資本合計 4,806,157 4,905,304

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 156,098 154,971

  土地再評価差額金 56,288 56,288

  為替換算調整勘定 13,151 11,091

  退職給付に係る調整累計額 11,031 10,150

  その他の包括利益累計額合計 236,569 232,501

 純資産合計 5,042,726 5,137,805

負債純資産合計 10,983,449 11,367,186
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

営業収益 4,752,759 5,113,647

営業原価 3,678,129 3,961,512

営業総利益 1,074,630 1,152,135

販売費及び一般管理費 857,805 901,363

営業利益 216,824 250,771

営業外収益   

 受取利息 1,372 1,456

 受取配当金 6,540 9,176

 複合金融商品評価益 ― 3,302

 受取保険金 2,830 2,805

 受取地代家賃 119 180

 その他 1,977 3,316

 営業外収益合計 12,840 20,236

営業外費用   

 支払利息 5,342 6,143

 複合金融商品評価損 8,814 ―

 その他 246 466

 営業外費用合計 14,403 6,609

経常利益 215,261 264,398

特別利益   

 段階取得に係る差益 ― 3,250

 投資有価証券売却益 0 ―

 特別利益合計 0 3,250

特別損失   

 固定資産除却損 0 0

 ゴルフ会員権評価損 ― 1,900

 特別損失合計 0 1,900

税金等調整前四半期純利益 215,262 265,748

法人税、住民税及び事業税 7,287 8,782

法人税等調整額 60,590 68,841

法人税等合計 67,878 77,623

四半期純利益 147,384 188,125

親会社株主に帰属する四半期純利益 147,384 188,125
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年６月30日)

四半期純利益 147,384 188,125

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △36,667 △1,126

 為替換算調整勘定 △3,745 △2,060

 退職給付に係る調整額 1,717 △881

 その他の包括利益合計 △38,694 △4,068

四半期包括利益 108,689 184,056

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 108,689 184,056

 非支配株主に係る四半期包括利益 ― ―
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【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

　　　該当事項はありません。

 
(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、持分法適用関連会社である丸田運輸倉庫株式会社の株式を追加取得

し、子会社化したため、同社を連結の範囲に含めております。

 
(2) 持分法適用の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間において、韓国の物流会社である株式会社東甫の発行済株式の20％を取得したた

め、同社を持分法の適用の範囲に含めております。

 
 

 

(会計方針の変更等)

　　　該当事項はありません。

　　　

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

　　　該当事項はありません。

 
(四半期連結貸借対照表関係)

該当事項はありません。

 

(四半期連結損益計算書関係)

該当事項はありません。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次の

とおりであります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 37,979千円 44,600千円

のれんの償却額 ―千円 2,454千円
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月13日
取締役会

普通株式 71,182 8.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

 

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

 

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日
取締役会

普通株式 88,977 10.00 平成29年３月31日 平成29年６月28日 利益剰余金
 

 

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

 

３．株主資本の著しい変動

　株主資本の金額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
輸出入貨物
取扱事業

鉄鋼物流事業 その他事業 合　計

営　業　収　益       

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

4,101,074 367,932 283,752 4,752,759 ― 4,752,759

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 6,603 16,432 23,036 △23,036 ―

計 4,101,074 374,536 300,185 4,775,796 △23,036 4,752,759

セグメント利益 336,720 13,521 38,179 388,421 △171,597 216,824
 

(注)　１．セグメント利益の調整額は、主に全社費用171,597千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

　

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成29年４月１日　至　平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの営業収益及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

 報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２

 
輸出入貨物
取扱事業

鉄鋼物流事業 その他事業 合　計

営　業　収　益       

　(1) 外部顧客に
　　　対する営業収益

4,386,526 375,679 351,442 5,113,647 ― 5,113,647

　(2) セグメント間の内部
　　　営業収益又は振替高

― 6,232 37,869 44,101 △44,101 ―

計 4,386,526 381,911 389,311 5,157,748 △44,101 5,113,647

セグメント利益 429,676 15,530 36,835 482,043 △231,271 250,771
 

(注)　１．セグメント利益の調整額は、主に全社費用231,271千円であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整しております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(金融商品関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(有価証券関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(デリバティブ取引関係)

　四半期連結財務諸表規則第17条の２の規定に基づき、注記を省略しております。

 

(企業結合等関係)

取得による企業結合

(1) 企業結合の概要

① 被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称  丸田運輸倉庫株式会社

事業の内容        陸上運送事業

②  企業結合を行った主な理由

同社は、平成27年10月1日、第5次中期経営計画骨子のひとつ「物流サプライチェーンの強化」の一環にて関

連会社としておりますが、平成29年4月28日、事業継承のため株式を追加取得し、持分比率100％の子会社とし

たためであります。

③ 企業結合日

平成29年４月１日（みなし取得日）

　　平成29年４月28日（株式取得日）

④  企業結合の法的形式

現金を対価とする株式の取得

⑤ 結合後企業の名称

変更ありません。

⑥  取得した議決権比率

株式取得日直前に所有していた議決権比率    39.39％

株式取得日に追加取得した議決権比率　 　　 60.61％

株式取得後の議決権比率              　　 100.00％

⑦  取得企業を決定するに至った主な根拠

当社が現金を対価とする株式の取得により議決権の100％を取得したためであります。

　

(2) 四半期連結累計期間に係る四半期連結損益計算書に含まれる被取得企業の業績の期間

平成29年４月１日から平成29年６月30日まで

　

(3) 被取得企業の取得原価及び対価の種類ごとの内訳

株式取得日直前に保有していた丸田運輸倉庫株式会社の株式取得日における時価 3,250千円

株式取得日に交付した丸田運輸倉庫株式会社の普通株式の時価 5,000千円

取得原価 8,250千円
 

　

(4) 被取得企業の取得原価と取得するに至った取引ごとの取得原価の合計額との差額

段階取得に係る差益　3,250千円

 
(5) 発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

①  発生したのれんの金額 

49,089千円

②  発生原因

主として今後の事業展開により期待される将来の超過収益力により発生したものであります。

③  償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 16円56銭 21円14銭

    (算定上の基礎)   

   親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 147,384 188,125

   普通株式に係る親会社株主に帰属する
   四半期純利益金額(千円)

147,384 188,125

   普通株式の期中平均株式数(株) 8,897,757 8,897,757
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

　該当事項はありません。

 
２ 【その他】

平成29年５月12日開催の取締役会において、平成29年３月31日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり

期末配当を行うことを決議いたしました。

①　配当金の総額                              　88,977千円

②　１株当たりの金額      　                     10円00銭

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日  平成29年６月28日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年８月７日

大東港運株式会社

取締役会  御中

 

新日本有限責任監査法人
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   角田　伸理之  印

 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士   菅沼　　　淳　 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大東港運株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大東港運株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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